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　（1）アメリカで世界最初の少年法が制定されて（1899）100年が過ぎた。その少年法の特色
は、（1）少年犯罪者の処遇の目的を刑罰ではなく、保護および指導におくこと、（2）個々の犯
罪者に対して、弾力性のある個別的に適応した処遇計画を採用すること、にあった。非行少年
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の扱いは、いわゆる成人犯罪者と異なり、放任され、遺棄された少年をも保護の対象とするも
のであった。日本において戦後制定された少年法が、この思想を受け継いで「家庭裁判所」と
してアメリカの少年法理念を受けて発足したことは歴史的意義あるものであった。
　その少年法も、制定後50年を経過し、その間に波乱ある経過を経ている。その一つが常に少
年法改正の議論の対象となってきたことである。その結末の一つは、1999年に発表された「少
年法改正要綱」にもとつく部分改正である。同要綱は、①裁定合議制の導入、②検察官の立会
および弁護士の付添人関与、③観護措置期間の延長、④検察官への抗告権の付与、等を骨子と
している。
　これらの改正の原動力となった要因の一つは、少年による凶悪犯の増加（実際は増加してい
ない）であり、アメリカの少年裁判所の動きにあった。しかし、その二つの要因のいずれも現
行少年法を改正する要因とするにふさわしいものではない。
　（2）少年法改正の基本として検討しておく必要のあるのは「適正手続と保護主義」の関係で
ある。つまり両者の関係を対立関係としてとらえるのではなく、両立した関係としてどのよう
に理論はもとより実務においても、これを実現していくかに向けられなくてはならない。別の
表現からすれば、いかに保護主義を堅持しながら適性手続きを担保していくかにある。この点
に関してはアメリカにおいても重大な課題であり、論議と実践が展開されている。その意味で
現時点でのアメリカの動向を見定めることは日本の動向のうえにも不可欠の課題なのである。
筆者はこの点に着目し、現在詳細な検討を試みつつある。
　（3）一方、日本では、法の改正を待つことなく、実務が先行し現実を先取りする傾向が顕著
である。たとえば1984年代からはじまった「少年事件処理要領」の家裁での策定・実施である。
これは、少年事件の迅速な処理、全国的な処理の均質化を図るものとして発足しているが、少
年法の理念からみて安易にこれが拡大されることは問題である。ところがこの実務上の動きに
対し、多くの研究者や実務家も関心が強くない。さらに、すでに少年事件への事実上の再審制
の導入や、刑事補償制度の導入など、少年法部分改正以前に、すでにその先取りがなされてい
る。こうした現状は、日本の成立過程における特異な現象として注目しておく必要がある。
　（4）われわれとしては、こうした動向に間断なく率直な意見を表明するとともに、その理論
的背景について説得ある論戦の可能な準備を怠ってはならない。とくにアメリカの影響が顕著
である日本の少年法の動きにおいては、その動向について緻密な検討を継続し、いたずらに歪
曲されることのないよう注目しておく必要がある。
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